
343

シンポジウム 9－4

急性期における就労支援の現状と課題
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要旨：【目的】労災病院群で統一化されたフローチャートを運用し，共通のフォーマットを使用し
た就労支援を行うことを目的とした．【対象】平成 25 年 4 月から平成 26 年 3 月までにリハビリ処
方のあった有職者とした．【方法】統一化されたフローチャートに沿って復職支援調査票を用いて
職業情報を収集し，希望する患者に具体的支援を実施した．また，リハ終了時に転帰調査および
患者アンケートを実施し，セラピストには研究前後に意識調査を行った．【結果】同意の得られた
対象者 795 例のうち，就労支援を希望した者は 458 例であった．疾患別では運動器 326 例，脳血
管 107 例，心大血管 5例であった．転帰の確認できた 315 例中，現職復帰は 237 例であった．患
者アンケートでは復職に対し不安を抱えている方が半数以上を占め，支援を受けて「よかった」と
回答したものは 83％であった．希望する支援で多かったものは「職業上必要な動作の練習」，「作
業方法へのアドバイス」であり，実際に受けた支援で多かったものと同様であった．セラピスト
アンケートでは，就労支援に対する関心度は研究前後で高値を示したが，実施度は低値であった．
年齢別の実施度では 20 代，30 代の研究前後で有意な差を認めた．【結語】労災病院を退院した際
に職場復帰を果たす事例が多く，急性期での就労支援の必要性が伺えた．セラピストの実施度は
低いものの患者の満足度は高く，現在訓練中に行っている「動作アドバイス」や「模擬訓練」も
有効な就労支援の一つと言える．

（日職災医誌，63：343─350，2015）
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はじめに

670 万人を数える「団塊の世代」が 2012 年から定年を
迎える年齢に到達しはじめ，人口の 4人に 1人が 65 歳以
上という超高齢社会となっている１）．それに伴い就労人口
の確保という視点から，行政では障害者の就労支援事業
が展開されつつある２）．
労災病院を管轄する労働者健康福祉機構においても

「勤労者医療の推進」を提言しており，疾病と職業生活の
両立を促し，働く人々の健康の保持・増進から職場復帰

に伴う就労に対する医学的支援に至る総合的な医療を実
践することを掲げている３）．しかし，各労災病院中央リハ
ビリテーション部の現状は，病院の規模・環境・地域性
等の違いから就労支援に対する温度差があり，同施設に
おいてもセラピストの経験年数の違いで就労支援に差が
あることは否めない．また，実際に就労支援を行ってい
る各施設間でも手段や方法が一様でないのが現状であ
る．
そこで今回，労災病院（中央リハビリテーション部）群

で統一化されたフローチャートを運用し，共通のフォー
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図 1　就労支援フローチャート

マット（復職支援調査票および転帰調査票）を使用した
就労支援を行った．また，今後の就労支援への取り組み
を検討するために，患者に対してアンケートを行い，セ
ラピストには研究前後での就労支援に対する意識の変化
や，実際に支援した内容について調査を行った．
今回，この研究（全国労災病院リハビリテーション技

師会支援研究―労災病院群における共通復職支援システ
ムの開発とその効果について―）をもとに急性期におけ
る就労支援の現状と今後の課題について報告する．

対象と方法

研究①：対象は平成 25 年 4 月から平成 26 年 3 月まで
にリハビリ処方のあった有職者で，研究に同意の得られ
た入院患者とした．方法は統一化されたフローチャート
（図 1）に沿って復職支援調査票（図 2）を用いて職業情
報を収集し，その中で就労支援を希望する患者に具体的
支援を実施した．また，リハ終了時に転帰調査（図 3）お
よびアンケートを実施した．
研究②：対象は研究協力施設のセラピストとした．方

法は研究①の開始前（以下，研究前）と終了後（以下，
研究後）でのアンケートによる意識調査を行った．統計
処理はWilcoxson 符号付順位和検定を用い，有意水準
5％未満とした．

結 果

研究①で同意の得られた対象者 795 例のうち，就労支
援を希望した者は 458 例（57.6％）であり，男性 327 例，
女性 131 例，平均年齢 51.1±13.6 歳であった．
疾患別では運動器 326 例（73％），脳血管 107 例（24％），

心大血管 5例（1％）であった．職種別では生産工程 88
例（20％），サービス 66 例（15％），専門・技術職 57 例

（13％），事務 50 例（11％），建設・採掘 44 例（10％），
販売・営業 40 例（9％），輸送・運転 35 例（8％），運搬・
清掃・包装 25 例（6％），管理 15 例（3％），農林漁業 11
例（3％），保安 9例（2％）であった．保険別では社会保
険 239 例（55％），国民健康保険 113 例（26％），労災保
険 69 例（16％），自賠責 7例（2％）であった．リハ終了
時期は退院時が 69％を占め，外来後で 22％，入院中で
9％であった．
リハ実施期間（中央値）は疾患別で運動器 27 日，脳血

管 20 日，心大血管 27 日であった（表 1）．保険別は表に
示すとおりである（表 2）．
転帰の確認できた 315 例中，現職復帰は 237 例（75％）

であった．終了時期別転帰では入院中で 55％，退院時で
65％，外来後で 85％が復職可能であった．また，復職が
未定（転院もしくは他院での外来治療）であったものは，
入院中 13 例，退院時 80 例，外来 6例であった．疾患別
では運動器疾患で 7割以上が復職可能であり，脳血管で
は 2割以上が転院する結果となった（図 4）．職種別では
建設・採掘業で半数以上が復職未定となる結果であった
が，それ以外の職種においては部分復職・配置転換・転
職を含め 6割以上が復職可能であった（図 5）．
患者アンケートでは復職に対し不安を抱えている方が

半数以上を占め，支援を受けて「よかった」と回答した
のは 327 例中，271 例（83％）であった．希望する支援で
多かったものは「職業上必要な動作の練習（224 件）」，
「作業方法へのアドバイス（177 件）」であり，実際に受け
た支援で多かったものと同様であった（図 6）．
研究②で同意の得られたセラピストは 248 名で，PT

149 名，OT 76 名，ST 23 名であった．年齢別では 20
代 66 名，30 代 90 名，40 代 54 名，50 代 37 名であった．
就労支援に対する関心度は研究前後で高値を示したが，
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図 2　復職支援調査票

研究前後での有意な差は認めなかった．（中央値：研究前
7�11，研究後 7�11）実施度は低値であるものの研究前後
で有意な差を認めた．（中央値：研究前 3�11，研究後 5�
11）（表 3）年齢別の関心度ではすべての年代で高値を示
したが，研究前後に有意な差を認めたものは 30 代のみで
あった（表 4）．実施度は 20 代，30 代の研究後は研究前
に比して有意に高かった（表 5）．

考 察

近年，労災病院群では相次ぐ医療制度の変遷による在
院日数の短縮に伴い，一人の患者を継続的にアプローチ
していく事が困難となっている４）．そのため，復職をゴー
ル設定して支援していく事が難しく，各施設においても
取り組みが停滞しているのが現状である．疾患別のリハ
実施期間においても，脳血管・運動器・心大血管では 1

カ月以内でのリハ終了を余儀なくされている．さらに全
体の 8割を占める社会保険・国民健康保険対象者のリハ
実施期間は 3週間と短い．
しかし，転帰調査の結果から労災病院を退院した際に

職場復帰を果たす事例も多く，短期間での就労支援の必
要性が伺えた．中でも全対象者の 7割以上を占める運動
器疾患の半数以上は退院してすぐに復職しており，さら
に障害像が多岐に渡ることを考慮すると早期からの個別
的な支援が望まれる．
一方，入院中もしくは退院時にリハ終了となる対象者

の約 3割が復職時期未定であるため，外来通院も視野に
入れた継続的支援の具体的な方法も検討するべきであ
る．
リハ医療は急性期・回復期・維持期と分業される中，

急性期を担うセラピストも就労支援に関心はあるものの
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表 1　疾患別リハ実施期間

疾患別 運動器 脳血管 心大血管 がん

最大 357 318 45 310

四分位
範囲

75 45 35.5 36  92

50 27 20 27  57

25 9 4.5 18  22

最少 1 1  4   3

図 3　転帰調査票

短期間で支援できる方法や手段を模索しており，実施度
（満足度）は低いものとなっている．だが，本研究での対
象者の満足度は高く，セラピストと対象者のギャップを
感じる．
「就労支援」をイメージした際，職場訪問や職場との連
携を想像することが多い．現に，長期的（急性期～回復

期～維持期）に患者に携わってきた 40 代・50 代のセラ
ピストはそれらを経験している５）．しかし，労災病院が急
性期に特化してきた今，それらを要求することは難しい．
対象者が急性期に求める就労支援を考えたとき，現在訓
練中に行っている「動作アドバイス」や「模擬訓練」も
有効な就労支援の一つと言える．そのためには，今回使
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表 2　保険別リハ実施期間

保険 社会保険 国民健康
保険 労災保険 自賠責

保険

最少 1 1 3 3

四分位
範囲

25 9.3 7.0 10 13.8

50 22 22 45 45

75 34.8 37.1 80.1 80.3

最大 318 175 357 119

図 4　疾患別転帰

図 5　職種別転帰

用した調査票等のツールを用いて早期より介入すること
が就労支援の第一歩であり，復職への動機づけになる．

今回の研究から，若い世代で就労支援の実施度に有意
差がみられたことは，労災病院群の就労支援の発展に期
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表 3　実施度と関心度

＊ P＜0.05

実施度 関心度

前 後 前 後

四分位
範囲

25 1 3.5 6 6

50 3 5 7 7

75 5 6.5 8 8

p 値 p＜0.05 p＝0.18

＊

表 4　年齢別関心度

＊ P＜0.05

20 代 30 代 40 代 50 代

前 後 前 後 前 後 前 後

四分位
範囲

25 5.6 6.1 5.5 6 5.5 5.5 6.5 6.5

50 7 7 7 7.5 7 7 7 7

75 8.4 7.9 8.5 9 8.5 8.5 7.5 7.5

p 値 p＝0.86 p＜0.05 p＝0.06 p＝0.69

＊

表 5　年齢別実施度

＊P＜0.05

20 代 30 代 40 代 50 代

前 後 前 後 前 後 前 後

四分位
範囲

25 0 6.4 2 4 0.8 2.5 1.5 4

50 2 5 3.5 5 3 4 3 5

75 4.5 3.7 5 6 5.3 5.5 4.5 6

p 値 p＜0.05 p＜0.05 p＝0.053 p＝0.43

＊ ＊

図 6　希望する支援と受けた支援
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待できる要素の 1つである．今後，急性期の就労支援を
広く定着させるためには，障害別のみならず職種や作業
内容・対象者に応じた就労支援を実践していく事が必要
である．
利益相反：利益相反基準に該当無し
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The Current Situation and Problems of Re-employment Support in the Acute Phase
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The purpose of this study is to create re-employment support program using a common flowchart and for-
mat among the Rosai Hospital group. Subjects were workers who received rehabilitation approach in April
2013 to March 2014.

A method resulted from the unified flow chart was used to assist patients who filled out a re-employment
support questionnaire and expressed a need in support. In addition, when the rehabilitation was finished, we
conducted an outcome research and patient questionnaire.
Also we conducted an awareness survey to therapists at pre- and post- study.
Results: Consent obtained were 795 cases, whom 458 wanted re-employment support, Among those who

wanted re-employment support, patients with musculoskeletal disease was 326, cerebrovascular disease was
107 and cardiovascular disease was 5. Among the 315 that could be confirmed, 237 patients returned to their
original positions. On the re-employment support questionnaire, over a half felt some sort of anxiety returning
to work, but 83％ had good views towards the support program. Items that subjects want support with were
“practice of occupational necessary action” and “advice to the working methods”. Degree of interest in the re-
employment support for therapist was higher before and after the study, but degree of implementation was of
low value. In terms of degree of interest, the study of therapists in their 20s and 30s was significantly higher af-
ter than before the study.

Conclusions: Because there are many people who return to work when they were discharged from Rosai
hospital, it is necessary to support them in the acute phase. An implementation of therapists is low but patient
satisfaction is high. It can be said that “Operation advice” and “simulated training” is also a valid re-employment
support.

(JJOMT, 63: 343―350, 2015)
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